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我が国及び本県において人口急減・超高齢化が経済社会に及ぼす影響は深刻である．内閣府

（2018） によると，2016年の年間出生数は97万6979人となり，1899年の統計以来，初めて100万

人を割った．また，高齢化も着実に進んでおり，団塊の世代（1947年～1949年生まれ）がすべて

75歳となる2025年には，75歳以上の人口が全体の約18％，2040年には65歳以上の人口が全人口

の約35％になるとされており，2070年には総人口が9000万人を割り込み，高齢化率は39％の水

準になると推計されている．

少子高齢化が避けられないいま，我が国や福井県を含む地方はどうすべきなのであろうか．本

稿の目的は，少子超高齢社会が我が国や本県に与える影響を整理し，その課題について明らかに

することである．本県が持続的に発展していくためのアプローチを示すためには行動経済学の導

入が有効だと考える．
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Ⅰ

我が国及び本県において人口急減・超高

齢化が経済社会に及ぼす影響は深刻である．

内閣府（2018）によると，2016年の年間出

生数は97万6979人となり，1899年の統計以

来，初めて100万人を割った．また，高齢化

も着実に進んでおり，団塊の世代（1947年

～1949年生まれ）がすべて75歳となる2025

年には，75歳以上の人口が全体の約18％，

2040年には65歳以上の人口が全人口の約

35％になるとされており，2070年には総人

口が9000万人を割り込み，高齢化率は39％

の水準になると推計されている．

WHOと国連の定義では，高齢化率（総人

口に占める65歳以上人口の割合）が7％を超

えると「高齢化社会」，14％を超えると「高

齢社会」とされる．総務省（2022）によれば，

2022年9月15日推計で65歳以上人口は3627

万人と過去最高になり，総人口に占める割合

は29.1%と過去最高になった．つまり我が国

は，すでに3.4人に一人が高齢者という「超

高齢社会」となっている．超高齢社会とは，

65歳以上の人口（老年人口）が総人口（年

齢不詳を除く）に占める割合（高齢化率）が

21パーセント超の社会のことであり，我が

国が世界で初めて超高齢社会となった．2022

年の高齢者の総人口に占める割合を比較する

と，日本（29.1％）は世界で最も高く，次い

でイタリア（24.1％），フィンランド（23.3％），

プエルトリコ（22.9％）などとなっており，

世界中の国々が超高齢社会へと突入してい

る．

超高齢社会に突入している我が国だが，高

齢化が本番を迎えるのはこれからである．河

合（2017）によると，高齢者は今後も増え続け，

2042年に3935万人でピークを迎える．その

一方で少子化も進むため，高齢化率が上昇を

続ける．高齢化率は，2036年には33.3で「3

人に1人」になり，2065年には38.4％となり

「2.5人に1人」が高齢者となる．少子高齢化

が避けられないいま，我が国や福井県（以下，

本県）を含む地方はどうすべきなのであろう

か．本稿の目的は，少子高齢化が我が国や本

県に与える影響を整理し，その課題について

明らかにすることである．そして，本県が持

続的に発展していくためのアプローチを示す

ことである．

Ⅱ

少子化問題を解決するための対策について

の重要性は疑う余地もないが，その対策につ

いてコストに見合うだけの有効性があるのか

どうか様々な議論が行われている．少子化の

進行に対して，我が国が行ってきた対策を概

観する．

内閣府（2005）によると，我が国において，

政府が，出生率の低下と子どもの数が減少傾

向にあることを「問題」として認識し，子育

て支援の対策に取り組み始めたのは，1990

年の「1.57ショック」以降である．例えば，

1994年には少子化対策の始まりとなる「今

後の子育て支援のための施策の基本的方針に

ついて」（通称エンゼルプラン）が策定された．

エンゼルプランは，子育てを夫婦や家庭だ

けの問題ととらえるのではなく，国や地方公

共団体をはじめ，企業や職場も含めた社会全

体で子育てを支援していくことを狙いとし，

政府内において，今後10年間に取り組むべ
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き基本的方向と重要施策を定めた計画であ

る．エンゼルプランを実施するために，保育

所の増設や延長保育等の多様な保育サービス

の充実，地域子育て支援センターの整備等を

図るための「緊急保育対策等5か年事業」が

策定された．

その後，1999年に「少子化対策推進基本

方針」1とそれに基づく「新エンゼルプラン」

が策定された．このプランは，1994年に策

定されたエンゼルプランと緊急保育対策等5

か年事業を見直したものであった．その後

2001年には，保育所の「待機児童ゼロ作戦」

がすすめられた．まとめると，ここまでの対

策は保育サービスを中心としたものであり，

子育ての負担を軽減し，子どもを産みたい人

が産めるようにするための環境整備に力点を

置いていた．

 2002年には政府がこれまでの少子化対策

のどこが不十分なのか，また，更に対応すべ

きは何なのかを改めて点検した「少子化対策

プラスワン」が提案された．少子化対策プラ

スワンでは，「夫婦出生力の低下」という新

たな現象を踏まえ，少子化の流れを変えるた

め，少子化対策推進基本方針の下で，もう一

段の少子化対策を推進し，具体的には「男性

を含めた働き方の見直し」，「地域における子

育て支援」「社会保障における次世代支援」「子

どもの社会性の向上や自立の促進」という4

つの柱に沿って，社会全体が一体となって総

合的な取組を進めるというものである．

その後，少子化対策基本法（2003年），子

ども・子育て応援プラン（2004年），「新し

い少子化対策について」（2006年），「子ども

と家族を応援する日本」重点戦略（2007年），

新たな大綱（子ども・子育てビジョン）の策

定（2010年），少子化危機突破のための緊急

対策（2013年），新たな少子化社会対策大綱

の策定と推進（2015年），子ども・子育て支

援法の改正（2016年），「子育て安心プラン」

の公表（2017年），新・放課後子ども総合プ

ラン（2018年），新子育て安心プラン（2020

年），こども家庭庁設置に向けた検討（2021

年）等々といったように矢継ぎ早に様々な少

子化対策政策が進められている．

1960年以降の出生数と合計特殊出生率の

推移が図1である．様々な少子化対策を行っ

ているが，1973年をピークに出生数が右肩

下がりであることが確認できる．合計特殊出

生率についても，2005年を底に1.4付近を推

移しているが，人口規模を維持するのに必要

な出生率である人口置換水準2.07 2 を大きく

下回っている．

また桐原（2021）によると，長期にわたる

少子化で，出産可能時期に当たる女性人口が

減少しているため，今後，出生率が改善され

たとしても，出生数の回復は難しいと見られ

ており，出生率が人口置換水準である2.07に

回復したとしても，今から生まれてくる世代

が子どもを持ち始めるまでの数十年間，人口

は減少し続ける．人口が減り続け，やがて人

が住まなくなれば，その地域は消滅してしま

う．増田（2014）によると，地方における人

口減少は，少子化だけでなく我が国特有の人

口移動がある．

増田（2014）によると人口減少プロセスは

三段階あり，「老年人口増加+生産・年少人

口減少」の「第1段階」，「老年人口維持・微

減+生産・年少人口減少」の「第2段階」，「老

年人口減少+生産・年少人口減少」の「第3

段階」である．そして，地方の多くの地域は
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大都市や県庁所在地等の中核都市と比較して

30年ないし50年早く人口減少が進んでおり，

すでに「第2段階」さらには「第３段階」に

差しかかっている．なぜ地方の人口は都会と

比較して減少しやすいのであろうか．増田

（2014）は，戦後，我が国では3度にわたっ

て地方圏から大都市圏に大量に人口が移動し

たとしている．

人口移動の第1期は，1960～1970年代前半

までの高度経済成長期である．地方の若者が

集団就職により，三大都市圏に集積した重

化学工業の労働力として移動した．その後，

1970年代になると，第一次石油危機の到来

により，我が国の経済は高度経済成長期から

安定成長期へと移行した．一方で，工場が三

大都市から地方に分散することで，経済力の

地域間格差は縮小した．この結果，都市部か

らのUターンやJターンが起こる一方で，関

西圏，名古屋圏から人口が流出するなど，人

口移動は均衡した．

その後，人口移動の第2期が1980～1993年

に訪れる．これはバブル経済期を含む時期で

ある．東京圏がサービス業，金融業を中心に

著しく成長を遂げる一方で，地方に立地する

重化学工業は円高により苦境を迎えていた．

この結果，都市部と地方の経済力の地域間格

差は拡大し，地方から東京圏への人口流入が

大きく進んだ．その後，1993年のバブル崩

壊後，東京圏や地方中核都市で景気低迷が続

き，地域間の経済格差が縮小した．これに伴

い，東京圏から地方への人口の回帰が起こっ

た．

第3期は，2000年以降の時期である．円高

による製造業への打撃，公共事業の減少，人
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口減少等により，地方の経済や雇用状況が悪

化したことが要因である．これによって，若

年層を中心に地方から東京圏への人口流入が

再び起こり，大都市圏への若者流入が地方の

人口減少に拍車をかけている．この間，本県

の人口推移はどのように変化していたのであ

ろうか．

本県の1980年から2022年までの人口の推

移を表したグラフが図2である．1980年の本

県の人口は79万4354人であり，その後，右

肩上がりで増加し，1989年には82万3943人

となった．1990年においては358人の減少と

その人数が微減したが，その翌年の1991年

から1994年まで増加傾向に転じている．つ

まり，増田（2014）がいうような，東京圏が

著しく成長を遂げる一方で，地方は円高によ

る苦境を迎えた結果，東京圏へ大きく転出し

ていったということが，本県では大きな問題

として表れていないことがわかる．

その後，本県の人口は1995年には一時的

に減少したものの，1999年まで右肩上がり

で増加している．1999年の83万1222人を

ピークに人口は右肩下がりに転じ，2022年

時点では75万2976人となっている．また人

口増減率（前年比）も減少していく一方であ

り，年々人口の減少スピードも速くなって

いることが確認できる．増田（2014）のいう

2000年以降に若年層を中心に起きた人口移

動の第3期は本県にも当てはまると示唆され

る．続いて本県の年齢別人口構成比を確認す

る．

63

研究論文



本県の2001年，2011年，2021年の3区分

年齢別人口を示したものが表1である．3区

分年齢では，0～14歳の「年少人口」，15～

64歳の「生産年齢人口」，65歳以上の「老年

人口」に区別されている3．2001年時点では

0～14歳人口は12万7000人であったのに対

し2011年 時 点 で は11万1000人，2021年 時

点では9万4000人と，20年間で3万人以上

も減少している．15～64歳人口においても，

2001年からの20年間で52万8000人から43

万1000人と10万人近く減少している．また，

15～64歳人口において，2001年から2011年

の10年間でおよそ4万人の減少であったのに

対し2011年から2021年の10年間ではおよそ

6万人の減少と，年少人口並びに生産年齢人

口の減少スピードが速くなっていることがわ

かる．

一方で，65歳以上に注目すると，2001年

時点では17万5000人，2011年時点では20万

2000人，2021年時点では23万6000人と増加

していっていることがわかる．割合で確認を

しても，2001年時点では福井県人口のおよ

そ21％を占めていた65歳以上人口の割合は，

2021年時点では31％と高齢化が進んでいる

ことが確認できる．また，本県の1989年か

ら2020年までの自然増減と社会増減につい

ての推移を表したものが図3である． 

1989年時点では，3044の自然増であった

がその後右肩下がりに減少し，2004年に34

の自然減へと転じた．その後も自然増へと回

復することはなく，2020年時点では3866の

自然減になっている．続いて，社会増減であ

るが1989年は1957の社会減であり，その後

も社会減が続いたが，1993年から1995年ま

では社会増へと転じている．これは，増田

（2014）のいう通り，バブル崩壊に従って都

市から地方へと回帰した結果だと考えること

ができる．しかし，2001年以降は常に社会

減へと転じており，増田（2014）のいうよう

に，2000年以降の若年層の転出が裏付けら

れる結果となっている．
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したがって，人口減少プロセスにおいて本

県は，老年人口は増加し，生産・年少人口は

減少をしていることから，「老年人口増加+

生産・年少人口減少」の「第1段階」である

ことがわかる．第1段階であるということは，

決して甘んじられる結果ではなく，今後必ず

訪れる「老年人口維持・微減+生産・年少人

口減少」の「第2段階」，「老年人口減少+生産・

年少人口減少」の「第3段階」に早急に対処

しなければならない．人間には寿命があるた

め老年人口の減少スピードが今後早くなって

いくことは避けられないが，地方の消滅を防

ぐために生産・年少人口の減少について，そ

の減少スピードを抑えていくことは急務であ

る．生産・年少人口に注目するため，次の章

では，本県の出生率について確認をしていく．

Ⅲ

我が国ならびに本県の2000年から2021年

の出生率の推移を示したものが図4である．

本県の2000年における出生率は1.6であ

り，その後も1.6前後で推移しており，2021

年の出生率は1.57である．この間の本県の平

均出生率は1.6であり，全国平均の1.3を大き

く上回っている．また，2020年における都

道府県別出生率順位では上から６番目となっ

ている4．しかし，政府が目標とする希望出

生率1.8 5 には至っていないのが現状であり，

2020年において1.8を超えた都道府県は沖縄

県のみである．

出生率の低下は何によってもたらされるの

であろうか．松田（2013）は，出生率が決ま

る直接的な要因を「結婚する人の割合」と「夫

婦の子どもの数」としている．そして，現在

の出生率低下は，主に未婚化によってもたら

されており，夫婦の子ども数の減少も相まっ

て少子化に拍車をかけているとしている．厚

生労働省人口動態総覧によると，婚姻率は

年々低下しており，本県の人口千人あたり

の婚姻率は1997年時点では5.4であったが，

2022年時点では3.8となっている．これは全

国平均3.7と比較すると若干高い割合となっ

ている．したがって本県の特徴として，「結

婚する人の割合」は全国と比較して若干高い

が，結婚をするとその「夫婦の子どもの数」

は多いということがわかる．したがって，本

県においては結婚する人の割合をいかにして

もっと増加させていくことができるのかが課

題となる．

未婚率の上昇は「8050問題」といった社

会問題も引き起こす．「8050（はちまる・ご

うまる）問題」とは，80歳代の親と50歳代

の子どもの組み合わせによる生活問題のこと

であり，80代の親が50代の子どもの生活を

支えるために経済的にも精神的にも強い負担

を請け負う社会問題のことである．KHJ 全

国ひきこもり家族会連合会（2019）による
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と，親と同居する無業者は増加しており，40 

代，50 代の人で，未婚で一人暮らしをして

いる人は 1995 年の 120.6 万人から 2010年に

は 206.7 万人へ増加した．一生結婚しない人

を示す生涯未婚率も上昇を続け，2035 年に

は男性の約 3 割，女性の約 2 割に達すると

見込まれている．40 代，50 代の未婚の親同

居者は，単身世帯に比べ年収 100 万円未満

が多いとされ，経済的に弱い立場に置かれて

いる．そのため，いったん親が衰えたり病気

になったりすれば「共倒れ」も招きかねない．

結婚をしない，つまり未婚の原因は様々な

要因がからまって起こるため単一の要因に帰

することはできないが，よく挙がるのが女性

の高学歴化，労働力化といった社会進出が初

婚年齢を引き延ばして未婚率を上昇させ，少

子化を進めるといったものだ．例えば，松谷・

藤正（2002）は，女性の社会進出により，生

物学的に最も出生能力の高い20歳代後半の

女性の未婚率が高くなり，その結果が少子化

につながっているとしている．

一方で，山田（2007）は女性の社会進出は，

少子化の「結果」として生じた部分があると

しており，その構造変動が原因であるとして

いる．つまり，働き続けたいから結婚をしな

いのではなく，働かざるを得ない構造ゆえに

結婚をしないということである．

国立社会保障・人口問題研究所（2023）が

継続調査をしている出生動向基本調査を確

認しても，「いずれ結婚するつもり」と考え

る18～34歳の未婚者は，男性81.4％，女性

84.3％と高い値となっている．特に18～29

歳までの未婚者男女の結婚意欲は1990年前

半から85％前後で推移しておりほとんど変

化はない．また，一年以内の結婚意思を年齢

別にみると，「理想的な相手が見つかれば結

婚してもよい」と考える割合は，年齢が上で

あるほど高く，25～29 歳，30～34 歳では5，

6割に上る．また，結婚意思のある未婚者に，

現在独身でいる主な理由として，若い年齢層

（18～24 歳）では「結婚するにはまだ若すぎ

るから」，「結婚する必要性をまだ感じないか

ら」，「今は，仕事（または学業）にうちこみ

たいから」といった，積極的な結婚の動機が

ないことが現在独身でいる理由の上位に挙げ

られており，25～34 歳では，「適当な相手に

まだめぐり会わないから」の選択率がもっと

も高い（男性： 43.3%，女性： 48.1%）結果

となった．

表2は結婚相手に求める条件をまとめたも

のである．結婚相手に求める条件として重視

するものは，男女とも「人柄」に次いで「家

事・育児の能力や姿勢」「仕事への理解と協

力」であり，女性では約7割が相手の「家事・

育児の能力や姿勢」を重視している．男性に

比べ，女性のほうが相手の学歴，職業，経済

力を重視・考慮する傾向があり，1992年の

調査以来，その傾向は変化していない．1990

年代以降の変化としては，男性では相手の「経

済力」を重視・考慮する人が増え（1992年：

26.7%，2021年48.2%），女性では相手の「家事・

育児の能力や姿勢」を重視する人が増えた

（1997年：43.6%，2021年：70.2%）． ま た 相

手の「容姿」を重視・考慮する女性が増えた

一 方 で（1992年：67.6%，2021年：81.3%），

相手との「共通の趣味」を重視・考慮する女

性は減っている（1997年：78.9%，2021年：

72.2%）．つまり，まとめると若い年齢層の男

女ともに，適切な相手がいれば結婚したいと

考える人が多く，その適切な相手とは，「人
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柄」がよく，「家事・育児に対する能力や姿勢」

があり，「仕事に対する理解と協力」がある

人物のことである．そして，1990年代前半

からこの30年で，男性では相手の「経済力」

を重視・考慮する人が増え，女性では相手の

「家事・育児の能力や姿勢」を重視する人が

増えたことから，「夫は外で働き，妻は家庭

を守るべきである」という意識が薄れていっ

ていることが確認できる．

これらの結果を踏まえた上で，次の章では

本県の少子高齢化に対するアプローチを示

す．

Ⅴ

第3章で確認したように，我が国は1990年

以降，少子化を問題化し，政府主導で様々な

対策を行ってきたが少子化が収まる気配をみ

せてないのが現状である．本県は，人口減少

プロセスにおいて，老年人口は増加し，生産・

年少人口は減少をしていることから，「老年

人口増加+生産・年少人口減少」の「第1段階」

であることを確認した．

生産・年少人口減少という問題を考える上

で，「結婚する人の割合」と「夫婦の子ども

の数」に着目したところ，本県は「結婚する

人の割合」は全国と比較して若干高いが，一

度結婚をするとその「夫婦の子どもの数」は

多いということもわかった．そして，結婚を

したい若者は多いが，なかなかその相手と巡

り合えていないというのが現状である．

よって，今後，本県が取り組むアプローチ

として，適切な相手を見つけたいと思う一方

で，適切な相手を探す行動を起こさない若年

層をいかにして婚活市場に持っていくかが一

つのポイントとなる．本稿ではこのポイント

に対するアプローチとして行動経済学 6 の知

見を取り入れることを推奨する．
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例えば，県主体で運営するマッチングシス

テムにおいても行動経済学的知見を組み込む

余地は大いにある．現在，本県では，県と県

内全市町で構成されているふくい結婚応援協

議会が運営主体となっている「ふく恋」とい

う恋活・婚活をサポートしたマッチングシス

テムがある．ふく恋のマッチングシステムの

特徴はAIを活用していることであり，希望

の条件で希望条件や価値観診断の結果をもと

にAIが自分に合う相手を自動で紹介する仕

組みになっていることである．そして，入会

から成婚までの流れだが，次のようになって

いる．1．入会申し込み（仮登録）面談予約，2．

面談（本人確認）活動開始前アドバイス受講，

3．本登録　マイページ作成，4．マッチング

（AIによる紹介またはマッチング），5．お見

合い，6．交際開始，7．ご成婚，という流れ

である．また利用登録料として，10,000円（登

録から2年間有効）が必要となってくる．

行動経済学では，デフォルト効果とゼロ効

果というものがある．人間は，情報が多い時

に考えるのをやめ，あらかじめ選択されたも

のを使う傾向がある．デフォルト効果とは，

選択の自由がある場合にあらかじめ選ばせた

い選択肢を初期設定にし，その選択を無意識

のうちに選択させるというものである．デ

フォルト効果は様々なところで活用されてお

り，臓器提供の意思表示にも使われている．

Johnson & Goldstein(2003)は，臓器提供に

おけるデフォルトと意思表示の割合を比較し

ており，ドイツのように，「提供しない」が

デフォルトの国々では臓器提供の意思表示の

割合が10％前後でとどまるのに対して，フ

ランスのように，「提供する」がデフォルト

の国では，意思表示の割合が100％に迫る高

水準となっている．つまり，恋活・婚活をす

ることをデフォルトにすることである．

例えば，本県が本当に少子化に対してアプ

ローチをしたいのならば，大学や企業と連携

して，若年層にまずは恋活・婚活の登録をさ

せるべきであろう．登録をした後で，解除す

るかどうかは本人に任せるというプロセスで

ある．もちろん時代に逆らって全員が恋愛を

しろというわけではない．結婚をしたいと

思っているが，なかなかその行動を起こすこ

とができない8割以上の若年層に対してのア

プローチである．そして，人はゼロという数

値をとても魅力的に感じる．

 ダン・アリエリー（2004）は，モノの価

格がゼロ，つまり無料になった途端に人々が

その商品に群がることを明らかにした．した

がって，マッチングサイトの登録者数を増加

させるには値下げをするのではなくゼロ円，

無料にしなければならないということであ

る．無料だとシステムの運用費用という問題

点もあるが，同時に人は保有効果というもの

を持っていることも明らかになっている．保

有効果とは，一度自分のモノにしたら，なか

なか手放すことができないというものであ

る．現状維持バイアスと深くかかわるもので

もある．つまり，ある段階になれば有料化に

するということである．行動経済学は，相手

の行動を強制させるものではなく，選択の自

由を残しつつ，その後押しをそっとするもの

である．どの都道府県よりもいち早く行動経

済学をうまく取り入れることにより，結婚し

たいと考える若年層の後押しができる．

続いて，高齢者に対するアプローチを示す．

川本・吉田・土井（2004）によると，「集中

できない」，「生きがいを感じない」，「物事を
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決定できない」，「問題を解決できない」，「生

活が楽しくない」，「問題に積極的に取り組め

ない」，「自信を失うことがある」，「役立たず

と考えたことがある」といった項目では年齢

層が高いほど肯定頻度が高い結果となってい

る．

また，高齢者の社会的孤立も問題となっ

ている．小辻（2011）は，この問題に対し

て，行政，地域，家族，本人などが孤立解消

に向け一致団結していかなければ，根本的な

解決は難しいとし，その取り組みを社会に多

数いると考えられる孤立者に対して行わなけ

れば，社会的孤立問題は解消されないとして

いる．つまり，今後増加していく高齢者に対

しては，このような社会的・精神的な問題も

ケアしていかなければならない．この問題に

対して，本稿では大学がこれまで以上に高齢

者にアプローチをかけていくべきであると考

え，その理由として4点を挙げる．

はじめに，高齢者が大学に来ることによっ

て社会的・人間的なつながりを再構築できる

という点である．大学の講義は専門的な知識

を学ぶものからグループワークを主としたも

のまで多種多様である．また宗教を扱った講

義を取り入れている大学も多く，自分の人生

を見つめ直せることも可能である．こういっ

たことは，高齢者の「生きがいを感じない」，

「問題を解決できない」，「生活が楽しくない」

といった不安から社会的孤立といった問題を

解消する手助けとなるであろう．

二つ目に，就職を主とした将来に対して漠

然とした不安を抱える若い学生に対して，自

身の経験を語ることは若い学生にとって良い

助言となるであろう．このように若い学生と

関わることで，「自信を失うことがある」，「役

立たずと考えたことがある」といった不安か

らも解消される手助けとなる．

三つ目の理由として，超高齢社会が進み，

企業も高齢の人材をどう活用するか考えるこ

とが強く求められる中，学び直しを行い，企

業が求めているスキルを身につければ，再雇

用において選択肢が広がるためである．所得

格差が大きい高齢者の中で，高所得の高齢者

は自分の学びたいものを学ぶ一方で，低所得

の高齢者は再雇用の視点からスキルを身につ

けることができる．

四つ目の理由として，多くの大学では，学

生，教職員をはじめ全ての利用者が安全かつ

安心して過ごせるよう，ユニバーサルデザイ

ン化・バリアフリー化が推進されている．つ

まり，高齢者にとっても使いやすい施設であ

るということである．少子化により，学生の

確保が難しくなっている大学にとっても，大

きな改修をなしに学生を増加させる機会を得

ることができる．もちろん大学が高齢者を積

極的に受け入れるには，多くの課題も残って

いる．例えば，聴力の問題や身体が動かせな

いといった問題，急な入院になった場合の単

位取得問題等々である．

これらの問題をすべて解決していくことは

簡単なことではないが，少子超高齢社会が今

後さらに進んでいく社会において，産学官連

携して解決していくことが必要となってくる

であろう．そしてそれは，高齢者個人におい

ても，地域においても，我が国においても，

それぞれの活性化に繋がるであろう．

Johnson,E.J. and Goldstein,D.G. （2003）. Do 

Defaults Save Lives?, Science , 302:1338-
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注）

１　この基本方針では，少子化の原因として，

晩婚化の進行等による未婚率の上昇とし，

その背景として，仕事と子育ての両立の負

担感の増大や子育ての負担感の増大等があ

ると指摘した．また，少子化対策の趣旨は，

仕事と子育ての両立の負担感や子育ての負

担感を緩和・除去し，安心して子育てがで

きるような様々な環境整備を進め，家庭や

子育てに夢や希望を持つことができるよう

な社会にしようとすることであるとした．

２　河野（2007）によると，人口置換水準は

大まかに次のように説明している．「同時

に生まれた100人の女性（母親）が次の世

代の100人の女児を産むと，1対１の人口

再生産が行われる．だが，100人の母親は

100人の女児を産むのではない．現在の日

本の場合，男女の出生比率は105である．

したがって男児は105人生まれてくる．ま

たこの男児がいなければその次の世代の子

どもは生まれない．死亡の影響がなければ，

100人の母親が205人の子どもを産めばよ

い．そうすると一人の母親に対して2.05人

の子どもとなる．しかし，実際には同時に

生まれた100人の女性が成長し，15歳から

再生産年齢に入り49歳になるまでに何人

かは死亡する．そうすれば彼らが1人平均

2.05人だけ産んだのでは次の世代の1対1

の再生産をまかなうためには足りないこと

になる．日本のように現在世界でもっとも

死亡率の低い国であっても，次の世代の子

どもの数は2.05人ではなく，2.07人必要と

する」というものである．これが人口置換

水準の考え方である．

３　厚生労働省の定義に従うhttps://www.

mhlw.go.jp/toukei/kaisetu/index-hw.html

４　厚生労働省（2021）によると，2020年

において，本県より出生率が高い都道府県

は次のとおりである．沖縄県1.86，島根県

1.69，宮崎県1.68，長崎県1.64，鹿児島県1.63

である．【令和３年（2021）人口動態統計

月報年計（概数））

５　国立社会保障・人口問題研究所「出生動

向基本調査」で把握した結婚や子供数の希

望等を基に，一定の仮定に基づき算出する

と，概ね1.8程度となるとされている．

６　行動経済学では，従来の経済学が扱う合

理的経済人（ホモ・エコノミカス）から離

れた考えであり，ヒトは自分が思っている

以上に面倒くさがりで，合理的な意思決定

をしない不合理的な経済人だということを

前提にしている．
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